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児童福祉施設等災害復旧費補助金交付要綱 

 

令和６年２月５日子第１５１９号制定 

令和６年６月４日子第４２１号改正 

令和７年６月１７日子第６７１号改正 

令和８年３月２日子第２５０８号改正 

 

第１ 通則 

児童福祉施設等災害復旧費補助金については、予算の範囲内において千葉県補助金等交

付規則（昭和 32 年千葉県規則第 53 号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき交付

する。 

 

第２ 児童福祉施設等災害復旧費補助金 

（交付の目的） 

１ 児童福祉施設等災害復旧費補助金（以下「災害復旧費補助金」という。）は、児童福

祉法（昭和 22 年法律第 164 号）、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号。以下「認定こども園法」という。）等

の規定に基づき、社会福祉法人等が整備した次に掲げる施設であって、暴風、洪水、高

潮、地震、その他の異常な自然現象により被害を受けた施設の災害復旧に関し、災害復

旧事業に要する費用の一部を補助することにより、災害の速やかな復旧を図り、もっ

て施設入所者等の福祉を確保することを目的とする。 

 

（定義） 

２ 第２において「児童福祉施設等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、 中分類

及び小分類の施設をいう。 

区   分 大 分 類 中 分 類 小 分 類 

（１）認定こども園法第

2 条第 7 項に基づく幼保

連携型認定こども園にお

ける学校としての教育を

実施する部分（以下「学

校教育部分」という。）、

認定こども園法第 3 条第

2 項第 1 号又は第 4 項第

1 号に基づく幼稚園型認

定こども園を構成する学

校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第 1 条に規定

学校施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼保連携型認定こ

ども園（学校教育

部分） 

幼稚園型認定こど

も園（学校教育部

分） 
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する幼稚園    

（２）児童福祉法第 7 条

に基づく児童福祉施設、

同法第 12 条に基づく児

童相談所、同法第 12 条の

4 に基づく児童を一時保

護する一時保護施設、同

法第 35 条第 10 項に基づ

く職員養成施設、同法第

6 条の 2 の 2 第 2 項に規

定する児童発達支援事業

を行う事業所、同条第 4

項に規定する放課後等デ

イサービスを行う事業

所、同法第 6 条の 3 第 1

項に基づく児童自立生活

援助事業を行う事業所、

同条の第３項に基づく子

育て短期支援事業所、同

条第 6 項に基づく地域子

育て支援拠点事業を行う

事業所、同条第 7 項に基

づく一時預かり事業所、

同条第 8 項に基づく小規

模住居型児童養育事業を

行う事業所、同条第 10 項

に基づく小規模保育事業

を行う事業所、同条第 12

項に基づく事業所内保育

事業を行う事業所、同条

第 16 項に基づく社会的

養護自立支援拠点事業

所、同条第 18 項に基づく

妊産婦等生活援助事業

所、同条第 20 項に基づく

児童育成支援拠点事業

所、同法第 10 条の 2 第 1

項に基づくこども家庭セ

ンター、認定こども園法

児童福祉施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助産施設 

 

 

乳児院 

母子生活支援施設 

保育所 (児童福祉

法第 56条の 8に基

づく公私連携型保

育所（以下「公私連

携型保育所」とい

う。）を含む。） 

幼保連携型認定こ

ども園（認定こど

も園法第34条に基

づく公私連携幼保

連携型認定こども

園を含み、児童福

祉施設としての保

育を実施する部分

に限る。（以下「保

育実施部分」とい

う。） 

 

児童厚生施設 

児童養護施設 

 

障害児入所施設 

 

 

 

 

児童発達支援セン

ター 

 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

児童家庭支援セン

ター 

第一種助産施設 

第二種助産施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉型障害児入所

施設 

医療型障害児入所

施設 
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第 3 条第 1 項に基づく認

定及び同条第 11 項に基

づく公示を受けた幼稚園

（以下「幼稚園型認定こ

ども園」という。）におい

て保育を実施する部分

（以下「保育所機能部分」

という。）、子ども・子育

て支援法（平成 24 年法律

第 65 号）第 30 条第 1 項

第 4 号に基づく特例保育

を提供する施設であっ

て、一日当たりの平均入

所児童数が 6 人以上であ

るもの（以下「特例保育

施設」という。）、同法第

59条第1号に基づく利用

者支援事業を行う事業

所、母子保健法（昭和 40

年法律第 141 号）第 17 条

の 2 に基づく産後ケア事

業を行う施設、「子育て支

援のための拠点施設の設

置について」（平成 11 年

1月 7日児発第 14号厚生

省児童家庭局長通知）に

基づく子育て支援のため

の拠点施設、「心身障害児

総合通園センターの設置

について」（昭和 54 年 7

月 11 日児発第 514 号厚

生省児童家庭局長通知）

に基づく心身障害児総合

通園センター（以下「助

産施設等」という。）及び

児童福祉法第６条の３第

23 項に基づく乳児等通

園支援事業所 

 

 

児童相談所 

一時保護施設 

職員養成施設 

児童発達支援事業

所 

放課後等デイサー

ビス事業所 

児童自立生活援助

事業所 

子育て短期支援事

業所 

地域子育て支援拠

点事業所 

一時預かり事業所 

小規模住居型児童

養育事業所 

小規模保育事業所 

事業所内保育事業

所 

社会的養護自立支

援拠点事業所 

妊産婦等生活援助

事業所 

児童育成支援拠点

事業所 

こども家庭センタ

ー 

幼稚園型認定こど

も園 (幼稚園と保

育所機能部分の定

員合計が20人以上

の保育所機能部分

（幼稚園部分と施

設が一体的である

場合を除く。）に限

る。) 

特例保育施設 

里親支援センター 
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利用者支援事業所 

産後ケア事業を行

う施設 

子育て支援のため

の拠点施設 

心身障害児総合通

園センター 

乳児等通園支援事

業所 

（３）母子及び父子並び

に寡婦福祉法（昭和 39 年

法律第 129 号）第 38 条

及び「母子・父子福祉施

設の設備及び運営につい

て」（平成 26 年 9 月 30 日

厚生労働省発雇児 0930

第 4 号厚生労働事務次官

通知）に基づく母子・父

子福祉施設 

母子・父子福祉施

設 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子・父子福祉セ

ンター 

母子・父子休養ホ

ーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）児童福祉法第 6 条

の 2 の 2 第 5 項に規定す

る居宅訪問型児童発達支

援、同条第 6 項に規定す

る保育所等訪問支援及び

同条第 7 項に規定する障

害児相談支援を行う事業

所 

居宅訪問型児童発

達支援事業所 

保育所等訪問支援

事業所 

障害児相談支援事

業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）上記以外の施設で

あって、当該施設につい

て国が当該施設の設置及

び運営についての基準を

定めており、かつ、こど

も家庭庁長官が特に整備

の必要を認めるもの 

その他の施設   

 

（交付の対象） 

３ 災害復旧費補助金は、予算の範囲内において次の表の①欄に定める施設の種類ごと

に、②欄に定める設置根拠等により③欄に定める設置者が設置する施設に係る災害復

旧事業を交付の対象とする。 
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施設の種類① 設置根拠等② 設 置 者③ 補 助 率④ 

（１）助産施設等 

ア  助産施設、乳児

院、母子生活支援施

設、児童養護施設、

児童心理治療施設、

児童自立支援施設、

児童家庭支援セン

ター及び里親支援

センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 保育所 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  幼保連携型認定

こども園（保育実施

部分） 

 

 

 

 

児童福祉法第35条

第 3 項又は第 4 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第35条

第 3 項又は第 4 項 

 

 

 

 

 

 

認定こども園法第

12 条 

 

 

 

 

 

(ア)中核市（助産施

設及び母子生活

支 援 施 設 を 除

く。）又は市町村

（指定都市又は

中核市を除く市

町村。以下本表

において同じ。

表（１）のアの

(ア)、イの(ア）、

ケの(ア)及びシ

の(ア)について

は児童相談所設

置市を除く。） 

 

(イ)社会福祉法人

又は日本赤十字

社、公益社団法

人、公益財団法

人、一般社団法

人若しくは一般

財団法人 

 

(ア)市町村 

 

 

(イ)児童福祉法第

35 条第 4 項に基

づき認可を受け

た者 

 

(ア)市町村 

 

(イ)認定こども園

法第 17条第 1項

に基づき認可を

受けた者 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

 

 

 

3/4 

 

3/4 
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エ 児童厚生施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ  障害児入所施設

（中分類） 

 

 

 

 

 

カ  児童発達支援セ

ンター（中分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 職員養成施設 

 

 

ク  児童発達支援事

業所及び放課後等

デイサービス事業

所（中分類） 

 

ケ  児童自立生活援

児童福祉法第35条

第 3 項又は第 4 項 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第35条

第 3 項又は第 4 項 

 

 

 

 

 

児童福祉法第35条

第 3 項又は第 4 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第35条

第 10 項 

 

児童福祉法第34条

の 3 第 2 項 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

又は公益社団法

人、公益財団法

人、一般社団法

人若しくは一般

財団法人 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人、

日本赤十字社、

公益社団法人又

は公益財団法人 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人、

医療法人、日本

赤十字社、公益

社団法人、一般

社団法人、公益

財団法人、一般

財団法人、NPO

法人及び営利法

人等（以下「社会

福祉法人等」と

いう。）。 

 

市町村 

 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)中核市又は市

2/3 

 

2/3 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 
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助事業所 

 

 

 

 

コ  子育て短期支援

事業所 

 

 

 

サ  地域子育て支援

拠点事業所 

 

 

 

 

 

 

 

シ  一時預かり事業

所 

 

 

 

ス  小規模住居型児

童養育事業所 

 

 

 

 

セ  小規模保育事業

所、事業所内保育事

業所 

 

 

 

 

ソ  社会的養護自立

支援拠点事業所 

の 3 第 1 項 

 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 3 項 

 

 

 

児童福祉法第34条

の 11 第 1 項 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 7 項 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 8 項 

 

 

 

 

児童福祉法第34条

の 15第 1項又は第

2 項 

 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 16 項 

町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)児童福祉法第

34 条の 11 第 1

項に基づき地域

子育て支援拠点

事業を実施する

社会福祉法人等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)中核市又は市

町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)児童福祉法第

34 条の 15 第 2

項に基づき認可

を受けた者 

 

(ア)中核市又は市

町村 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

3/4 
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タ  妊産婦等生活援

助事業所 

 

 

 

チ  児童育成支援拠

点事業所 

 

 

 

ツ  こども家庭セン

ター 

 

テ  幼稚園型認定こ

ども園（保育所機能

部分） 

 

 

 

 

 

 

 

ト 特例保育施設 

 

 

 

ナ  利用者支援事業

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 18 項 

 

 

 

児童福祉法第 6 条

の 3 第 20 項 

 

 

 

児童福祉法第10条

の 2 

 

学校教育法第 2 条

（認定こども園法

第 3 条第 1 項の認

定を受けたものに

限る。） 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支

援法第 30条第 1項

第 4 号 

 

子ども・子育て支

援法第 59条第 1号 

 

 

 

 

 

 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

市町村 

 

 

(ア)市町村 

 

(イ)認定こども園

法第 3 条第 1 項

に基づき認定を

受けた者（指定

都市、中核市及

び 市 町 村 を 除

く。） 

 

市町村 

 

 

 

(ア)市町村 

 

(イ)子ども・子育て

支援法第59条第

1 号に基づく利

用者支援事業を

実施する社会福

祉法人等 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

 

 

3/4 

 

3/4 
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ニ  産後ケア事業を

行う施設 

 

 

 

ヌ  子育て支援のた

めの拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネ  乳児等通園支援

事業所 

 

母子保健法第17条

の２ 

 

 

 

「子育て支援のた

めの拠点施設の設

置について」（平成

11 年 1 月 7 日児発

第14号厚生省児童

家庭局長通知） 

 

 

 

 

 

児童福祉法第６条

の３第 23 項 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

又は公益社団法

人、公益財団法

人、一般社団法

人若しくは一般

財団法人等（放

課後児童クラブ

に限る。） 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/4 

 

3/4 

 

（２）母子・父子福祉セ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子及び父子並び

に寡婦福祉法第 38

条及び「母子・父子

福祉施設の設備及

び運営について」

（平成26年9月30

日厚生労働省発雇

児 0930第4号厚生

労働事務次官通

知） 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

又は日本赤十字

社、公益社団法人、

公益財団法人、一

般社団法人若しく

は一般財団法人 

 

2/3 

 

2/3 

 

 

 

 

 

 

 

（３）母子・父子休養ホ

ーム 

 

 

 

 

 

 

母子及び父子並び

に寡婦福祉法第 38

条及び「母子・父子

福祉施設の設備及

び運営について」

（平成26年9月30

日厚生労働省発雇

児 0930第4号厚生

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

又は日本赤十字

社、公益社団法人、

公益財団法人、一

般社団法人若しく

は一般財団法人 

2/3 

 

2/3 
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労働事務次官通

知） 

 

 

 

 

（４）居宅訪問型児童発

達支援事業所、保育

所等訪問支援事業所

及び障害児相談支援

事業所 

児童福祉法第34条

の 3 第 2 項 

 

 

 

(ア)市町村 

 

(イ)社会福祉法人

等 

 

3/4 

 

3/4 

 

 

（５）その他施設 別途こども家庭庁

長官が定める基準

等 

(ア)市町村 

 

(イ)その他こども

家庭庁長官が認め

た者 

2/3 から 3/4 まで 

 

2/3 から 3/4 まで 

 

４ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その他の団体

にあっては、その役員等（業務を執行する社員、理事、監事若しくはこれらに準ずる者、

相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務

に係る契約を締結する権限を有する者をいう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに

該当する者であるときは、当該事業は、補助の対象とならない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

第 6 号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

（２）次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令上の義務の

履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続的に又は

反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、情

を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定

する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りなが

ら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利

益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

ウ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相手

方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知りな

がら、当該契約を締結する行為 

（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 

５ 災害復旧費補助金は、災害復旧費において次に掲げる費用については補助の対象と

しないものとする。 

（１）保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び小規模保育事業所以

外の施設に係る土地の買収又は整地に要する費用（災害による地形地盤の変動によ

って生じた地割れ等の復旧に要する費用を除く。） 
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（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を復旧することより、効率的であ

ると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

（３）職員の宿舎に要する費用 

（４）２の表の大分類の欄の心身障害児総合通園センターの相談・検査部門に係る門、囲

障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用 

（５）災害復旧事業以外の事業の工事施工中に生じた災害に係るもの 

（６）明らかに設計の不備又は工事施工の粗漏に起因して生じたものと認められる災害

に係るもの 

（７）その他災害復旧費として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

６ 災害復旧費補助金の交付額は、次により算出する。 

なお、事業ごとに算出された交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとする。 

（１）幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定こども園の場合 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表 1 の②の欄に定める対象経費の実

支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し

て少ない方の額を選定する。 

イ ３の表の①の欄に定める施設の種類ごとに、別表 1 の①の欄により算出した基

準額の合計額を算出する。 

ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額に、

３の表の④の欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（２）保育所及び小規模保育事業所の場合 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表２の②の欄に定める対象経費の実

支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し

て少ない方の額を選定する。 

イ ３の表の①欄に定める施設の種類ごとに、別表２の①の欄により算出した基準

額の合計額を算出する。 

ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額に、

３の表の④欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 

（３）保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び小規模保育事業所以

外の施設の場合 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表３の②の欄に定める対象経費の実

支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し

て少ない方の額を選定する。 

イ ３の表の①の欄に定める施設の種類ごとに、別表３の①の欄により算出した基

準額の合計額を算出する。 

ウ アにより選定された額と、イにより算出した額とを比較して少ない方の額に、

３の表の④の欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。 



12 

（４）次の表の①欄に定める区分ごとに②欄に定める対象施設の種類に掲げる場合には、

次のとおりとし、（１）及び（２）のウ中「３の表の④の欄に定める補助率」とある

のは「（３）の表の③欄に定める補助率」と読み替えて適用する。 

区   分① 対象施設の種類② 補 助 率③ 

ア 公害の防止に関する事

業に係る国の財政上の特

別措置に関する法律（昭和

46 年法律第 70 号）第 2 条

に規定する公害防止対策

事業として行う場合 

児童福祉施設 4/5 

イ 地震防災対策強化地域

における地震対策緊急整

備事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律

（昭和 55年法律第 63号）

第 2 条に規定する地震対

策緊急整備事業計画に基

づいて実施される事業の

うち、同法別表第１に掲

げる社会福祉施設（木造

施設の改築として行う場

合） 

乳児院 

障害児入所施設（中分類） 

児童心理治療施設 

5/6 

ウ 地震防災対策特別措置

法（平成 7 年法律第 111

号）第２条に規定する地

震防災緊急事業五箇年計

画に基づいて実施される

事業のうち、同法別表第

１に掲げる社会福祉施設

（木造施設の改築として

行う場合） 

乳児院 

障害児入所施設（中分類） 

児童心理治療施設 

5/6 

エ 過疎地域自立促進特別

措置法（平成１２年法律

第１５号）第６条に規定

する過疎地域自立促進市

町村計画に基づく事業と

して行う場合 

保育所 

幼保連携型認定こども園

（保育実施部分） 

幼稚園型認定こども園（保

育所機能部分） 

小規模保育事業所 

（地方公共団体が設置する

もの） 

 

 

 

 

 

 

3/4 から 4/5 まで 
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（地方公共団体以外の者が

設置するもの） 

 

11/12 

オ 過疎地域の持続的発展

の支援に関する特別措置

法（令和３年法律第１９

号）第８条に規定する過

疎地域持続的発展市町村

計画に基づく事業として

行う場合 

保育所 

幼保連携型認定こども園

（保育実施部分） 

幼稚園型認定こども園（保

育所機能部分） 

小規模保育事業所 

（地方公共団体が設置する

もの） 

（地方公共団体以外の者が

設置するもの） 

 

 

 

 

 

 

3/4 から 4/5 まで 

 

11/12 

カ 山村振興法（昭和 40 年

法律第 64 号）第 8 条第 1

項の規定に基づく山村振

興計画に基づく事業とし

て行う場合（地方交付税

法（昭和 25 年法律第 211

号）第 14 条の規定により

算定した市町村の基準財

政収入額を同法第 11条の

規定により算定した当該

市町村の基準財政需要額

で除して得た数値で補助

年度前 3 か年度内の各年

度に係るものを合算した

ものの 3 分の 1 の数値が

0.4 未満である市町村の

区域内にあるものに限

る。（創設を除く。）） 

保育所 

幼保連携型認定こども園

（保育実施部分） 

幼稚園型認定こども園（保

育所機能部分） 

小規模保育事業所 

4/5 

 

（申請） 

７ 市町村及び社会福祉法人等は、規則第３条の規定により補助金の交付を申請しよう

とするときは、別記第１号様式による申請書に関係書類を添えて、別に定める日まで

に知事に提出しなければならない。 

 

（交付の条件） 

８ 災害復旧費補助金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 
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（１）事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、知事の承認を受けなければなら

ない。 

ア 建物の規模、構造又は用途（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更

を除く。） 

イ 建物の設置場所の変更 

ウ 入所定員又は利用定員 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）事業により取得し又は効用の増加した不動産及びその従物については、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）第 14 条

第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過するまで、知

事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 

（５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（６）事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても、

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければ

ならない。 

（７）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額 0 円の場合を含

む。）は、別記第 5 号様式により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の

翌々年度 5 月 31 日までに知事に報告しなければならない。 

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告

内容に基づき報告を行うこと。 

また、知事に報告があった結果、補助金に係る仕入控除税額があることが確定し

た場合には、当該仕入控除税額を県に納付しなければならない。 

（８）この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別記第 6 号様式に

よる調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、

かつ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に

は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後 5 年間保管しておかなければなら

ない。ただし、地方公共団体以外の者にあっては、前記の調書に替えて事業に係る収

入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出についての証拠書類を整

理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなけれ

ばならない。 

（９）地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者
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から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされ

た指定寄付金を除く。 

（10）事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな

い。 

（11）地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争入

札に付するなど県が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（12）この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金の交付を受け

てはならない。 

（13）上記の(１)から(12)までに掲げる条件に違反した場合には、この補助金の全部又は

一部を取り消すことがある。 

 

（承認の手続） 

９ ８の規定により承認又は指示を受けようとするときは、内容及び理由を記載した書

面を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

10 市町村及び社会福祉法人等は、規則第 12 条の規定により実績報告をしようとすると

きは、別記第２号様式による報告書に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に

提出しなければならない。 

 

（精算交付の申請） 

11 市町村及び社会福祉法人等は、すでに事業が完了している場合にあっては、規則第 3

条の規定による補助金の交付申請と規則第 12 条の規定による実績報告を併せた精算

交付申請を行うことができるものとし、この場合にあっては、別記第 3 号様式による

申請書兼報告書に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に提出しなければなら

ない。 

 

（交付の請求） 

12 市町村及び社会福祉法人等は、規則第 15 条の規定により補助金の交付を請求しよう

とするときは、別記第 4 号様式による請求書に関係書類を添えて、知事に提出しなけ

ればならない。 

 

（その他） 

13 特別の事情により 6、７、10、11 及び 12 の定める算定方法及び手続によることがで

きない場合には、あらかじめ知事の承認を受けて、その定めるところによるものとす

る。 
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（暴力団密接関係者） 

14 規則第 17 条第１項第 3 号の知事が定める者は、第 2 の 4（２）又は（３）に該当す

る者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合にあっては、その役員等が同

項各号のいずれかに該当する者である法人その他の団体）とする。 

 

 

附 則 

  この要綱は、令和６年２月５日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要綱は、令和６年６月４日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要綱は、令和７年６月１７日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要綱は、令和８年３月２日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
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別表１ 

算定基準 

（幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定こども園の場合） 

 

基 準 額① 対象経費② 

知事が認めた額 幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定

こども園における施設及び教員住宅（「公立

学校施設費国庫負担金等に関する関係法令

等の運用細目」（平成 18 年７月 13 日付け

文部大臣裁定。以下「運用細目」という。)

及び「文部科学省所管公立学校施設災害復

旧費調査に関する申合せ事項について」（昭

和 59 年９月７日付け 59 教施第 23 号平成

19 年５月 31 日最終改正。以下「申合せ事

項」という。)に定める定義を参照すること

（ただし、算出方法は除く）。）の災害復旧

に必要な工事費又は工事請負費（「運用細

目」に定める定義を参照すること）及び工

事事務費（工事事務費は、次のア及びイの 2

つの別があるものとする。） 

ア 工事施工のため直接必要な事務に要す

る費用（旅費、消耗品費、通信運搬費、印

刷製本費及び設計監督料等をいい、その

額は工事費又は工事請負費の 2.6％に相

当する額を限度とする。） 

イ 都道府県事務費及び設置者事務費（運

用細目に定める定義を参照すること。そ

の額は工事費又は工事請負費に 100 分の

1 を乗じて算定することとする。） 

知事が認めた額 幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定

こども園の災害復旧（応急仮設施設整備に

限る。）に必要な費用（「公立諸学校建物其

他災害復旧費補助金交付要綱」（昭和 62 年

6 月 25 日付け文部大臣裁定。以下「交付要

綱」という。）の別記 1 及び申合せ事項を参

照とすること。なお、交付要綱の別記 1 に

おける用語の定義については、「運用細目」

及び「申し合わせ事項」を参照とすること

（ただし、算出方法は除く）。） 
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別表２ 

算定基準 

（保育所及び小規模保育事業所の場合） 

 

基 準 額① 対象経費② 

知事が認めた額 保育所及び小規模保育事業所における施設

（「運用細目」及び「申合せ事項」に定める

定義（ただし、「施設」には「設備」は含ま

ない。）を参照すること（ただし、算出方法

は除く。）。）の災害復旧に必要な工事費又は

工事請負費（「運用細目」に定める定義を参

照すること。）及び工事事務費（工事施工の

ため直接必要な事務に要する費用（旅費、

消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設

計監督料等をいい、その額は工事費又は工

事請負費の 2.6％に相当する額を限度とす

る。）） 

知事が認めた額 保育所及び小規模保育事業所の災害復旧

（応急仮設施設整備に限る。）に必要な費用

（交付要綱の別記１及び申合せ事項を参照

とすること。なお、交付要綱の別記１にお

ける用語の定義については、「運用細目」及

び「申し合わせ事項」を参照とすること（た

だし、算出方法は除く）。） 
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別表３ 

算定基準 

（児童福祉施設等（保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び小規模保

育事業所を除く）の場合） 

 

基 準 額① 対象経費② 

知事が認めた額 児童福祉施設等（保育所、幼保連携型認定

こども園、及び幼稚園型認定こども園及び

小規模保育事業所を除く。）の災害復旧（施

設の復旧と一体的に復旧されるものであっ

て、知事が必要と認めた復旧を含む。）に必

要な工事費又は工事請負費及び工事事務費

（工事施工のため直接必要な事務に要する

費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、

その額は工事費又は工事請負費の 2.6％に

相当する額を限度とする。） 

知事が認めた額 児童福祉施設等（保育所、幼保連携型認定

こども園、及び幼稚園型認定こども園及び

小規模保育事業所を除く。）の災害復旧（応

急仮設施設整備に限る。）に必要な賃借料、

工事費又は工事請負費 

 


